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1　障害者手帳所持者数

(人)

年度
手帳別

31,167 31,189 30,814 30,500 30,236

6,069 6,329 6,600 6,814 7,004

7,417 7,928 8,201 8,620 8,918

44,653 45,446 45,615 45,934 46,158

2　身体障害者手帳所持者数

2016
(Ｈ28)

2018
(Ｈ30)

2017
(Ｈ29)

2014
(Ｈ26)

2015
(Ｈ27)

Ⅰ　障がい者数等の現状

身障手帳

療育手帳

精神手帳

合　計

11,549 11,666 11,629 11,575 11,549 

14,589 14,485 14,192 13,970 13,762 

282 275 275 258 255 

2,720 2,751 2,753 2,773 2,770 

2,027 2,012 1,965 1,924 1,900 

0
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35,000
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(H27)
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(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

内部 肢体 音声・言語・そしゃく 聴覚・平衡 視覚

31,189 30,814 30,500 30,23631,167

31,167 31,189 30,814 30,500 30,236

6,069 6,329 6,600 6,814 7,004

7,417 7,928 8,201 8,620 8,918
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身障手帳 療育手帳 精神手帳

44,653 45,446 45,615 45,934 46,158
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(1)障がい部位別の手帳所持者数の推移 (人)

年度

部位

2,027 2,012 1,965 1,924 1,900

2,720 2,751 2,753 2,773 2,770

282 275 275 258 255

14,589 14,485 14,192 13,970 13,762

11,549 11,666 11,629 11,575 11,549

31,167 31,189 30,814 30,500 30,236

(2)年齢構成別の手帳所持者数の推移 （％）

年度

年齢

1.7 1.7 1.6 1.7 1.7

28.6 27.6 26.6 26.4 25.9

69.7 70.7 71.8 71.9 72.4

3　療育手帳所持者数

(1)判定別の手帳所持者数の推移

(人)

年度

程度

2,342 2,377 2,422 2,444 2,482

3,727 3,952 4,178 4,370 4,522

6,069 6,329 6,600 6,814 7,004

2018
(Ｈ30)

18歳未満

18～64歳

65歳以上

2018
(Ｈ30)

2017
(Ｈ29)

2016
(Ｈ28)

2015
(Ｈ27)

2014
(Ｈ26)

2014
(Ｈ26)

2015
(Ｈ27)

2016
(Ｈ28)

2017
(Ｈ29)

聴覚・平衡

音声・言語・そしゃく

肢体

内部

合　計

Ａ1・Ａ2

Ｂ1・Ｂ2

合　計

2018
(Ｈ30)

2017
(Ｈ29)

2016
(Ｈ28)

2015
(Ｈ27)

2014
(Ｈ26)

視覚

2,342 2,377 2,422 2,444 2,482 

3,727 3,952 4,178 4,370 4,522 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

Ａ1・Ａ2 Ｂ1・Ｂ2

6,600 6,814 7,004
6,069 6,329
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(2)年齢構成別の手帳所持者数の推移 (人)

年度

年齢

1,927 2,023 2,134 2,183 2,224

4,142 4,306 4,466 4,631 4,780

6,069 6,329 6,600 6,814 7,004

4　精神障害者保健福祉手帳所持者数

(1)判定別の手帳所持者数の推移

（人）

年度

等級

1,171 1,158 1,138 1,154 1,147

5,207 5,485 5,688 6,069 6,264

1,039 1,285 1,375 1,397 1,507

7,417 7,928 8,201 8,620 8,918

(2)年齢構成別の手帳所持者数の推移 (人)

年度

年齢

34 84 113 106 123

7,383 7,844 8,088 8,514 8,795

7,417 7,928 8,201 8,620 8,918

1級

2級

3級

合　計

2018
(Ｈ30)

2014
(Ｈ26)

2017
(Ｈ29)

2016
(Ｈ28)

2015
(Ｈ27)

18歳以上

合　計

合　計

2018
(Ｈ30)

2017
(Ｈ29)

2016
(Ｈ28)

2015
(Ｈ27)

18歳以上

18歳未満

2014
(Ｈ26)

18歳未満

2018
(Ｈ30)

2017
(Ｈ29)

2016
(Ｈ28)

2015
(Ｈ27)

2014
(Ｈ26)

1,039 1,285 1,375 1,397 1,507 

5,207 
5,485 5,688 6,069 6,264 

1,171 
1,158 

1,138 
1,154 

1,147 

0
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4,000

6,000

8,000

10,000
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(H26)
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(H27)
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(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

1級
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3級

7,417
7,928

8,201
8,620 8,918
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(3)精神科医療機関の入院者、通院者の推移

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

2,800 2,811 2,909 2,853 2,821

26,120 27,658 30,692 - -

29,145 29,252

※３　H29より630調査項目変更

5　発達障がい者支援センター相談支援件数

(件)

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

1,889 2,599 3,317 3,720 3,845

年度

相談支援件数(延べ）

年度

入院者※1

通院者※2

※２　各年6月の1ヶ月間の外来受診患者実人数

※1　各年6月30日現在

精神科病院月報(延人数)(H30年度精神科病床を有する病院20カ所)※3

1,889
2,599

3,317
3,720 3,845
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6　特定医療費(指定難病)受給者証所持者数

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

5,729 6,005 6,187 5,691 5,702

0.77 0.77 0.83 0.77 0.77

※2012（H24）年度までは特定疾患医療受給者証認定延べ数（人）

　平成26年12月31日までに旧制度（特定疾患治療研究事業）にて認定されていた患者
に対し、難病法移行後も平成27年1月1日から平成29年12月31日までの3年間において
経過措置が設けられていたが、経過措置終了後の新制度における重症度を含む医学
的審査により医療費助成の認定基準を満たさず認定されなかったため。

年度

特定医療費（指定難病）受
給者証所持者数（人）

市の推計人口に占める特
定医療費（指定難病）受給
者証所持者数の割合（％）

5,729
6,005

6,187

5,691 5,702

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2014

（H26）

2015

（H27）

2016

（H28）

2017

（H29）

2018

（H30）

特定医療費（指定難病）受給者証所持者数（人）
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7　障害福祉サービス支給決定者数

（１）障がい種別支給決定者数 【2018（H30）年7月時点】 （人）

区分

身体

知的

精神

難病

障がい者計

障がい児

（２）障害福祉サービス支給決定者数・実利用者数の推移 ※各年７月時点

①障害福祉サービス （人）

②障害児通所支援 （人）

８　障がい保健福祉施策関連事業費 （百万円）

区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6 未判定 全体

354 1,225

11 120 193 369 395 597 799 2,484

26 104 182 85 103 371

1,218 1,759

1 0 2 0 1 1 14 19

24 323 143 43 6 2

障害児通所支援 2,835 -

※「未判定」・・・障がい者の訓練等給付の利用にあたっては、障害支援区分の判定が不要であるため、「未判定」としている。

※「難病」・・・障害者手帳所持者以外を記載。

※障害児通所支援・・・児童福祉法に基づくサービスであり、児童発達支援、放課後等デイサービス等。

2,385 5,487

54 142 380 576

62 547 520 497 505 971

2018
（H30）

実利用者 4,195 4,447 4,701 4,742 5,007 5,073

年度
2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

5,487

決定者数（障がい児） 496 503 551 576 568 578

決定者数（障がい者） 4,614 4,877 5,089 5,247 5,413

6,065

年度
2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

決定者数（合計） 5,110 5,380 5,640 5,823 5,981

2,517

決定者数 952 1,129 1,477 1,850 2,315 2,835

実利用者数 663 840 1,200 1,577 2,054

2018
（H30）

訪問系 717 805 843 834 908 969

年度
2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

8,268

居住支援系 1,766 1,902 2,035 2,097 2,216 2,311

日中活動系 6,366 6,818 7,253 7,521 8,031

326

障がい児支援 476 719 1,186 1,858 2,798 3,362

相談支援 82 131 166 173 179

506

医療 4,800 4,988 4,951 4,755 4,701 4,969

地域生活支援事業 851 438 434 429 439

21,930合計 15,962 17,160 18,292 18,788 20,527

66

その他 857 1,268 1,303 1,095 1,231 1,153

施設整備関連 47 91 121 26 24

77



９　事業所指定の状況

Ｈ28.4.1
事業所数

Ｈ29.4.1
事業所数

Ｈ30.4.1
事業所数

（A)

Ｈ31.4.1
事業所数
（B)

増減数※
（B-A)

117 124 116 110 ▲ 6

187 186 195 224 29

61 62 63 67 4

365 372 374 401 27

83 125 157 204 47

4 4 4 4 0

87 129 161 208 47

 相談支援　　　　　　　計 95 115 121 135 14

　一般相談支援 21 23 23 25 2

　特定相談支援 40 50 53 60 7

　障害児相談支援 34 42 45 50 5

95 115 121 135 14

547 616 656 744 88

※　年度中増減数には新規申請のほか、指定取消や事業廃止等による減も含む
※　休止の事業所は除く

施設種別等

1

14

21

49

103

5

3

　自立生活援助【新】 0

　居宅訪問型児童発達支援【新】 0

小　　計

　共同生活援助

　施設入所支援

　就労移行支援

　就労継続支援Ａ型

　就労継続支援Ｂ型

35

21

4

84

38

2

0

0

3

▲ 4

▲ 3

1

80

33

3

42

3

6

2

 日中活動系サービス　　計

　保育所等訪問支援 4 8

　放課後等デイサービス 52 23

42

3

39

24

55

59

　生活介護

51

38

0

9

4

3

3

48

50

0

　福祉型障害児入所施設 3 0

9

22

1

14

15

　短期入所 120

7

20

46

47

9

9

2

0

49

1 1

2

合　　計

小　　計

　医療型障害児入所施設

　自立訓練（機能訓練）

　自立訓練（生活訓練）

　児童発達支援

　療養介護

小　　計

3

1

 障害児入所サービス　　計

 障害児通所サービス　　計

 居住系・入所系サービス　計

27

48

48

48

14

1

20

40

80

5

3

　行動援護

　居宅介護・重度訪問介護

　同行援護

 訪問系サービス　　計

1

　就労定着支援【新】 0 9

14

22

64

126

13

3

1

51

1

2

80

1

76

30

8



■入所施設から地域生活へ移行した者の数 (人)

■施設入所者数の状況 (人)

■第5期計画における目標値に対する評価

減少人数（対基準日） 6人-

H28年度末
（基準日）

H28年度末
（基準日）

768人774人 768人

入所施設から地域生活に
移行する者の数

47人

　平成28年度（2016年度）末時点の施
設入所者数(774人)の6%以上(47人。平
成29年度〔2017年度〕から令和2年度
〔2020年度〕までの累計)が地域生活へ
移行することを目指す。

施設入所支援

入所者数

Ⅱ　第5期障がい福祉計画及び第1期障がい児福祉計画における目標値について

H30年度末

24人

考え方

H29年度末

施設入所者の減少数 現状維持
　平成28年度(2016年度)末時点の施設
入所者数(774人)を令和2年度(2020年
度)末まで維持させることを目指す。

　福祉施設入所者の地域生活への移行

　平成28年度(2016年度)末時点の施設入所者(※)を基準として、令和2年度（2020年度）末において地域生活に
移行する人の数について目標値を設定します。また、地域生活への移行を推進する観点から、施設入所者の減
少に関する目標値も設定します。
　（※施設入所者…熊本市から施設入所の支給決定を受け、市内外の施設に入所している人を指す。）

1

項目
第５期計画における

目標値

7人

H29年度末

14人

　平成30年度の地域生活への移行者数は7名に留まり、思うように伸びなかった。
　また、施設入所者数についても、昨年度と実績は変わらなかった。
　要因としては、入所者の重度化・高齢化等により、思うように地域移行が進まなかったこと等が考えられ
る。

実績

実績

R2年度末

47人

目標値

⇒

目標値

R2年度末

774人

0

⇒

項目

地域生活への移行者累計

H30年度末

6人

9



■第5期計画における目標値に対する評価

■第5期計画における目標値に対する評価

2

平成28年度(2016年度)の実績値に基づき設定。86%以上

平成28年度(2016年度)の実績値に基づき設定。92%以上

　精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

　精神障がいのある方を地域で支える環境を整備するため、入院中の精神障がい者の退院に関する令和2年度(2020年度)ま
での目標値として、保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置、精神病床における早期退院率に関する目標を設定しま
す。

入院後6ヶ月時点の退院率

入院後1年時点の退院率

69%以上入院後3ヶ月時点の退院率

項目 考え方
第5期計画における

目標値

国の基本方針に基づき設定。

　既存の地域精神保健福祉連絡協議会及び精神障がい者地域移
行支援部会を協議の場とする。

【新】保健、医療、福祉関係者に
よる協議の場の設置

項目
H30.6.30

目標値

設置【新】保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置

設置

入院後3ヶ月時点の退院率（%）

92%以上

Ｈ29.6.30 第５期Ｈ28.6.30

88%

92%

⇒
設置

実績

69%以上

86%以上

　地域生活支援拠点整備を目指し、平成30年度(2018年度)より、中央区の熊本市障がい者相談支援センター1か所におい
て、地域支援事業を開始し、相談機能の拡充、地域の体制づくりを進めている。緊急時の受入体制、体験の機会・場につ
いては、課題があるため、協力機関と連携し、今後体制を構築していく。

　保健、医療、福祉関係者による協議の場について、H30年4月に設置し、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム
の構築に向けた協議を行った。入院後の退院率の実績は、集計待ちの状況。

地域生活支援拠点等の整備 5ヵ所以上 各行政区に1カ所以上設置。

　地域生活支援拠点等の整備

　障がいのある方の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据えて、地域における居住支援の機能(相談、体験の機会・場の提供、
緊急時の受入れ・対応、地域の体制づくり等)強化に取り組みます。本市の地域生活支援拠点等の整備にあたっては、地域の
関係機関が機能を分担して面的な支援を行う体制を目指し、令和2年度(2020年度)末までに熊本市障がい者自立支援協議会
において必要な機能の検討を行います。また、熊本市が業務を委託する障がい者相談支援センターを地域生活支援拠点の中
核として位置づけ、地域の関係機関等との連携強化に向けた取組み等を推進します。

3

項目
第5期計画における

目標値 考え方

入院後6ヶ月時点の退院率（%）

入院後1年時点の退院率（%）

68%

集計中
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（※）就労移行率…事業所ごとの、ある年度の利用決定者数のうち、その年度中に一般就労した人の割合

■就労移行支援事業所等を通じて一般就労する者の数

■就労移行支援事業の利用者数

■就労移行支援事業所のうち就労移行率が3割以上の事業所の割合

■【新】就労定着支援事業の利用を開始した時点から1年以上職場定着した利用者の数

■第5期計画における目標値に対する評価

86人
【新】就労定着支援事業の利用
を開始した時点から1年以上職

場定着した利用者の数
国の基本指針に基づき、8割以上で設定。

179人就労移行支援事業の利用者数

50%
就労移行支援事業所のうち
就労移行率（※）が3割以上の

事業所の割合
国の基本指針に基づき、5割以上で設定。

平成28年度（2016年度）末時点における利用者（137
人）の3割以上（42人）増加を目指す。

4 　福祉施設から一般就労への移行等

　福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和2年度（2020年度）中に一般就労に移行する人
の数について目標値を設定します。
　また、この目標を達成するため、就労移行支援事業の利用者数及び事業所ごとの就労移行率にかかる目標
値のほか就労定着支援による支援を開始した時点から1年後の職場定着率も設定します。

0人

実績

H30年度末

人数

Ｈ29年度末Ｈ28年度末

項目
第5期計画における

目標値

就労移行支援事業所等を
通じて一般就労する者の数

117人
平成28年度（2016年度）における一般就労への移行
実績78人の1.5倍以上である117人を目指す。

考え方

就労移行支援事業所数

78人

利用者数

H30年度Ｈ29年度
Ｈ28年度
（基準値）

R2年度

実績 目標値

R2年度末

人数 114人102人 117人

⇒

実績 目標値

-

193人165人

H30年度末
Ｈ28年度末
（基準値）

23ヵ所

137人

22ヵ所

Ｈ29年度末

179人
⇒

23ヵ所

　平成30年度中の一般就労移行者数は114人であり、目標値の117人に達することはできていないものの、
年々その数は増加している。
　就労移行支援事業の利用者数は、実績が193人となっており、目標値の179人を上回った。
　就労移行率が3割以上の事業所の割合については、実績が43％で、目標値の50％に達することはできて
いない。
　就労定着支援事業の利用を開始した時点から1年以上職場定着した利用者の数については、まだ事業を
開始して1年以上経過した事業所がないため、実績はなし。

実績

⇒

目標値

R2年度末

50%

⇒

目標値

R2年度末

86人

H30年度末

43%就労移行率が３割以上の事業所 32%32%
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■児童発達支援センターの設置数

■保育所等訪問支援を利用できる体制の構築

■主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

■医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

5 障がい児支援の提供体制の整備等【新】

　障がい児支援の提供体制の整備等を推進するため、重層的な地域支援体制の構築及び重症心身障がい児等
への支援体制の確保に関する令和2年度(2020年度)末までの目標値として、児童発達支援センターの設置、保育
所等訪問支援を実施できる事業所数、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所数及び放課後等
デイサービス事業所数に関する目標を設定します。また、医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設
置に関する目標を設定します。

考え方
第5期計画における

目標値
項目

令和2年度(2020年度)末までに各行政区に1ヵ所程
度の設置を目指す。（平成29年〔2017年〕7月時点：
3ヵ所〔中央区、西区未設置〕)

各行政区に１ヵ所程
度

児童発達支援センターの設置

令和2年度(2020年度)末までに各行政区に1ヵ所以
上の設置を目指す。（平成29年〔2017年〕7月時点：
5ヵ所〔西区未設置〕)

設置数（ヵ所）

実績

各行政区に１ヵ所以
上

保育所等訪問支援を利用できる
体制の構築

令和2年度(2020年度)末までに各行政区に１ヵ所以
上の設置を目指す。（平成29年〔2017年〕7月時点：
6ヵ所〔児童発達支援事業所：南区、西区未設置、放
課後等デイサービス事業所：南区未設置〕）

各行政区に１ヵ所以
上

主に重症心身障がい児を支援す
る児童発達支援事業所及び放課
後等デイサービス事業所の確保

平成28年度（2016年度）に設置した熊本市重症心
身障がい児等在宅支援ネットワーク会議において、
医療的ケア児支援のための協議を行う。

1ヵ所
医療的ケア児支援のための関係

機関の協議の場の設置

設置数（ヵ所）

設置数（ヵ所）

設置数（ヵ所）

H30.4.1

H30.4.1

3ヵ所

H30.4.1

H30.4.1

3ヵ所

13ヵ所

11ヵ所7ヵ所

5ヵ所

実績

１ヵ所１ヵ所

目標値に対する評価（自由記載）

令和元年（2019年）5月末時点で3ヵ所。（中央区・西区未設
置）南区の児童発達支援センターについては機能強化員を1
名配置し、障害児通所支援事業所の支援を開始。

令和元年（2019年）5月末時点で11か所設置。中央：児2放3,
東：児2放1、西：放1、北：児1放1。南区は未設置。（現在施設
整備助成金を活用し南区に設置計画がある）

目標値に対する評価（自由記載）

令和元年（2019年）5月末時点で15ヵ所設置。中央4ヵ所、東
2ヵ所、南4ヵ所、北4ヵ所、西1ヵ所。

目標値に対する評価（自由記載）

実績

実績

平成28年度（2016年度）に設置した熊本市重症心身障がい
児等在宅支援ネットワーク会議にて医療的ケア児支援のた
めの協議を行っており、今年度も引き続き会議を行う予定で
ある。

目標値に対する評価（自由記載）

H31.4.1

H31.4.1

H31.4.1

H31.4.1
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■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用者数） （人／月）

■事業所数

■利用実績（サービス量） （時間／月）

818

H28年度

82 100

行動援護

重度訪問介護

1,138

76

1,016

793

計画

サービス名 H27年度 H28年度

実績実績 実績

9,085

訪問系サービスの見込量

同行援護 133

0

84

139

0

128

10

0

1,070

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1

事業所数

実利用人数（計）

重度障害者等包括支援

206

サービス量（計）

重度障害者等包括支援 0

23,783 22,866 25,048

0 0

行動援護 129 135 216

0

25,651

192

0

25,045

173

0

24,116

240

0

同行援護 1,923

サービス名

85

第4期

実績 実績

794

実績

H29年度H27年度

13,06911,570

2,076

81 80

1,021

重度訪問介護 12,687

居宅介護

2,137

9,044

居宅介護

12

Ⅲ　障害福祉サービス等の必要量見込と利用実績

　それぞれのサービスごとに、現利用者数や直近の伸び、障がい者のニーズ、平均的な一人当たりの利用量
等を勘案して、利用者数及び量の見込を算出する。

サービスの名称

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

1

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護などの障害福祉サービスを包
括的に行う。

知的障がいや精神障がいにより行動が困難で、常に介護が必要な人に、
外出時の移動の支援や行動の際に生じる危険回避のための援護などを
行う。

視覚障がいにより移動が著しく困難な人に、外出時同行し、必要な情報の
提供や移動の支援を行う。

重度の障がいがあり、常に介護が必要な人に、自宅での介護から外出時
の移動支援までを総合的に行う。

自宅で入浴や排泄、食事の介護、家事における支援等を行う。

内容

H29年度

9,636

13

2,198

839

87

157

16

0

1,099

H30年度

第5期

実績

9,398

12,323

2,222 2,534

第4期

H30.4.1

81

R2年度

計画

10,168

13,314

26,256

実績

827

94

140

14

0

1,075

H30年度

2,366

863

88

169

18

0

H31.4.1

計画

9,640

13,015

R1年度

計画

9,904

13,165

第5期

R2年度

計画

887

89

181

20

0

1,177

R1年度

計画

13



■訪問系サービス見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

　事業所数が減少し、事業所の確保やサービスの質の向上、良質な人材の確保が課題となってる。適正な報
酬単価の設定について国へ働きかけるとともに、事業所の人材不足が少しでも解消できるよう居宅介護事業
所等をはじめ関係機関とも連携をしながら訪問系サービス事業の充実を図りたい。

23,783 22,866 25,048 24,116 25,651 26,256 

1,016 1,021 1,070 1,075 
1,138 1,177 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画

0

400

800

1,200

1,600

サービス量（時間/月） 実利用者数（人/月）
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①生活介護

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

事業所数 424237 38 39

1,390

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1

実績 実績

R2年度

27,756サービス量（人日／月） 28,606 28,560

実利用人数（人／月） 1,400 1,410

H30.4.1 H31.4.1

1,436

28,247

2 日中活動系サービスの見込量

H27年度

実績

H28年度

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴や排泄、食事の介護などを行うとともに、創
作的活動又は生産活動の機会の提供などを行う。

　現利用者数及び特別支援学校卒業予定者の利用意向等から実利用人数の見込を算出し、その数値に1ヶ
月当たりの平均利用日数（19.4日）を乗じてサービス量の見込を算出する。

サービスの概要

第4期

H29年度 H30年度

第5期

R1年度

実績計画

1,496

29,022

1,582

30,691

計画計画

1,539

29,857

28,606 28,560 27,756 28,247 29,857 30,691

1,400 1,410 1,390 1,436
1,539 1,582

0

500

1,000

1,500

2,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画

サービス量（人日/月） 実利用者数（人/月）
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②自立訓練（機能訓練）

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

3事業所数 3 3 3 3

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1

実利用人数（人／月） 12 11 18

サービスの概要
地域生活を営む上で、身体機能や生活能力の維持・向上等のために支援が必要な
人に対して、一定期間、身体機能のリハビリテーション等を行う。

　現利用者数から実利用人数の見込を算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数（14日）を乗じてサー
ビス量の見込を算出する。

H30.4.1 H31.4.1

実績 実績 実績

H27年度 H29年度

第4期

H28年度

210

H30年度

15

サービス量（人日／月） 177 198 255

17

238

16

224

実績

20

347

R2年度

計画

R1年度

計画

第5期

計画

177 198
255

347

224 238

12
11

18
20

16
17

0

5

10

15

20

25

0

100

200

300

400

500

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画

サービス量（人日/月） 実利用者数（人/月）
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③自立訓練（生活訓練）

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

81

H31.4.1

事業所数 9 9 7 6 9

H27.4.1

サービスの概要
地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のために支援が必要な人に対し
て、一定期間、食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援等を行う。

　通所および宿泊型それぞれ、現利用者数や特別支援学校卒業予定者の利用意向等を踏まえ今後の実利
用人数の見込を算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数（通所17.9日、宿泊型26.2日）を乗じてサー
ビス量の見込を算出する。

第4期

H27年度 H28年度

実績 実績実績

R1年度

計画

H29年度 H30年度

第5期

R2年度

96 87 96

1,9181,955 1,843 1,629

計画

99

1,980

実績

92

1,828

計画

93

1,856

H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

実利用人数（人／月）

サービス量（人日／月）

1,955 1,843
1,629 1,828 1,918 1,980

96
87

81

92 96 99

0

20

40

60

80

100

120

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画

サービス量（人日/月） 実利用者数（人/月）
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④就労移行支援

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

H31.4.1

事業所数 21 22 20 21 24

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

　令和2年度（2020年度）末の利用者が、平成28年度（2016年度）末の利用者から3割以上増加するよう見込
を算出し、1ヶ月当たりの平均利用日数（16.6日）を乗じてサービス量の見込を算出する。

第4期

H27年度

サービスの概要

R2年度

サービス量（人日／月） 3,037 2,394 2,839

実利用人数（人／月） 176 137 165

実績

H28年度 H29年度

実績実績 実績

第5期

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力向上
のために必要な訓練を行う。

157

2,606

H30年度

193 179

2,9712,7893,237

計画

R1年度

計画

168

計画

3,037
2,394

2,839
3,237

2,789 2,971

176

137

165

193

168
179

0

50

100

150

200

250

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画

サービス量（人日/月） 実利用者数（人/月）
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⑤就労継続支援（Ａ型）

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1

事業所数 47 48 48

H30年度

第5期

R2年度

実利用人数（人／月）

20,504 21,734 21,336

1,053

サービス量（人日／月）

1,005 1,017

計画

1,156

22,426

サービスの概要

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力向上
のために必要な訓練を行う。
※Ａ型（雇用型）は、就労移行支援事業を利用したが企業等の雇用に結びつかな
かった人や離職者等に対して、事業所内での雇用契約に基づく就労機会を提供す
るとともに、一般就労への移行支援等を行う。

　現利用者数と直近の伸び、特別支援学校卒業予定者の利用意向等を踏まえて実利用人数の見込を算出
し、その数値に1ヶ月あたりの平均利用日数（19.4日）を乗じてサービス量の見込を算出する。

第4期

H27年度 H28年度 H29年度

実績 実績 実績

R1年度

実績

1,012

20,034

計画 計画

1,276

24,754

1,216

23,590

H30.4.1 H31.4.1

5551

20,504 21,734 21,336 20,034
23,590 24,754

1,005 1,017 1,053 1,012

1,216 1,276
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⑥就労継続支援（Ｂ型）

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

サービスの概要

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力向上
のために必要な訓練を行う。
※Ｂ型（非雇用型）は、就労移行支援事業を利用したが企業等の雇用に結びつかな
い人や一定の年齢に達している人等に対して、就労機会の提供等を行う（雇用契約
は締結しない）。

　現利用者数と直近の伸び、特別支援学校卒業予定者の利用意向等を踏まえて実利用人数の見込を算出
し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数（17.3日）を乗じてサービス量の見込を算出する。

実績 実績

H27年度 H28年度 H29年度

第4期

R2年度

計画実績 計画

サービス量（人日／月） 17,567 19,164 19,797

実利用人数（人／月） 965 1,046 1,126

59

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

事業所数 40 46 48 50

H31.4.1

1,291

22,334

実績

1,531

26,486

R1年度

計画

1,4111,189

24,41020,395

H30年度

第5期

17,567 19,164 19,797 20,395
24,410 26,486

965
1,046

1,126 1,189

1,411
1,531
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⑦就労定着支援【新】

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

⑧療養介護

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

H31.4.1

事業所数 1 1 1 1 1

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

サービスの概要
就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した人に、就業に伴う生活面の課題
に対応できるよう、事業所・家族等の連絡調整等の支援を行う。

サービスの概要
所定の障害支援区分を有し、医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能
訓練や療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話等を行う。

実利用人数（人／月）

　福祉施設の利用者の一般就労への移行者数等を勘案して、利用者数の見込を算出する。

事業所数 0

H31.4.1

9

第5期

実績

31

計画

97

210

R2年度

計画

213

H30.4.1

実績

第5期第4期

H27年度 H28年度 H29年度

実績実績

6,603

182

計画 計画

107 117

特別支援学校卒業予定者の利用意向等を踏まえて、年間3名増加するとして見込を算出する。

R1年度

計画

サービス量（人日／月） 5,616 6,510

実利用人数（人／月）

実績

204

H30年度 R1年度 R2年度

6,251

計画

207

6,417

H30年度

6,209 6,187

201 200

5,616 6,209 6,187 6,251 6,510 6,603

182
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⑨-1短期入所（ショートステイ）　【福祉型】

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

サービスの概要
自宅で介護する人が病気やレスパイトの場合等に、短期間、夜間も含めて入浴、排
泄、食事の介護等を行う。

　現利用者と直近の伸びから実利用人数の見込を算出し、福祉型短期入所と医療型短期入所を合わせた
サービス量の見込から、医療型短期入所の分を除いた数値をサービス量の見込とする。

第4期

H27年度 H28年度 H29年度 R1年度 R2年度

実績 実績 実績 計画

実利用人数（人／月） 189 168 225

サービス量（人日／月） 710 689 961

20

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1

事業所数 18 18 18 19

202

848

H30年度

第5期

920 991

229

924

計画 計画

219 236

実績

710 689
961 924 920 991

189
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⑨-1短期入所（ショートステイ）　【医療型】

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

■日中活動系サービス見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

サービスの概要
自宅に介護する人が病気やレスパイトの場合等に、医療的ケアが必要な方に対し
て、短期間、夜間も含めて入浴、排泄、食事の介護、医療的ケアの提供等を行う。

　現利用者と直近の伸びから実利用人数の見込を算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数（4.2日）
を乗じてサービスの量の見込を算出する。

第4期

H27年度 H28年度 H29年度

第5期

R1年度 R2年度

実績 実績 実績 計画 計画

45 46

サービス量（人日／月） 205 201 175 189 193

実利用人数（人／月） 43 42 41 40

178

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

　日中活動の場である事業所数が増加し、選択肢が増えたことにより、各サービスとも実利用者数の増加が
見られた。また、平成30年度より新たに創設された障害福祉サービスである就労定着支援の事業所につい
ても8か所指定を行うなど、利用者が就職した後の支援体制確保に努めた。
　さらに、障がいのある方の就労支援として、障がい者就労･生活支援センターを中心として、関係機関と連
携を図りながら、就労・生活支援だけでなく、一般企業に対する求人開拓や職場定着の支援を実施した。

事業所数 2 2 2 2 2

H31.4.1

計画

44

185

H30年度

実績

205 201
175 178 189 193

43 42 41 40
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①自立生活援助【新】

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

②共同生活援助（グループホーム）

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

H31.4.1

事業所数 44 47 48 49 51

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

3 居住系サービスの見込量

対象者像が現行の地域定着支援と類似していることから、地域定着支援の見込量と同数とする。

R1年度

計画

サービスの概要
施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象として、定期的な巡回訪
問や随時の対応により円滑な地域生活に向けた相談・助言等を行う。

R2年度

計画実績

第5期

事業所数

46

計画

42

実利用人数（人／月） 684 708 719

サービスの概要
日中に就労や日中活動系サービスを利用している人に対し、地域の共同生活の場
において、相談や入浴・排泄・食事などの介護その他日常生活の援助を行う。

現利用者数と直近の伸びより年間36人（1ヶ月あたり3人）、さらに特別支援学校卒業予定者の利用意向より
年間8人ずつ上乗せを行う。

880836

実績 実績 実績

44実利用人数（人／月）

H30年度

0

H30.4.1 H31.4.1

745

計画

792

H30年度

第4期

H29年度

第5期

R2年度

0 2

計画

R1年度

計画

H27年度 H28年度

実績

684 708 719 745

836
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③施設入所支援

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

■居住系サービス見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

　適切なサービスの提供体制や住まいの確保に努めた。
　また、平成30年度より新たに創設された障害福祉サービスである自立生活援助の事業所についても２か所
指定した。今後もサービス提供体制の充実に努め、さらに地域移行の促進を図っていく。
　さらに、本市では障害福祉施設整備助成事業を行っており、地域移行を進める観点からここ数年はグルー
プホームを補助対象としており、平成30年度整備分として2ヵ所採択を行っており、今年度中に事業所開設予
定。

実利用人数（人／月） 771 774 768 774

H31.4.1

事業所数 14 14 14

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

14

サービスの概要 施設に入所する人に対して、夜間や休日に入浴、排泄、食事の介護等を行う。

平成28年度（2016年度）末時点の施設入所者数（774人）を現状維持させることを目指す。

第4期

H27年度 H29年度

実績 実績

H28年度 R1年度

計画

R2年度H30年度

第5期

実績 実績

779

計画

774

計画
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14
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①計画相談支援

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

4 相談支援の見込量

H31.4.1

事業所数 37 40 50 53 60

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

H28年度

第4期

H29年度

サービスの概要

H27年度

障害福祉サービス利用の調整を必要とする人に対し、サービス等利用計画の作成
を行う。

計画相談支援の直近の利用者数を踏まえて、年間43人の増加を見込む。

R2年度

計画計画

計画相談支援（人／月） 1,078

実績 実績 実績

1,0331,041 1,164

H30年度

第5期

1,208

実績

1,141

計画

1,207
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②地域移行支援

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

③地域定着支援

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

■相談支援見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

H31.4.1

実績

1

サービスの概要
施設や病院から退所・退院する障がい者に対して、住居の確保その他の地域にお
ける生活に移行するための活動に関する相談等の支援を行う。

　現利用者数と直近の伸び等を踏まえて、年間1人増加として見込を算出する。

第4期

H27年度 H28年度 H29年度 R1年度 R2年度

実績 実績 実績

地域移行支援（人／月） 0 2 1

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1

事業所数 21 21 23 23

44 46

サービスの概要
施設・病院からの退所・退院や家族からの独立などにより単身生活に移行した人な
どに対して、常時の連絡体制を確保し、障がい特性に起因して生じた緊急の事態等
に相談などの支援を行う。

政令指定都市平均を参考に見込を算出する。

第4期

H27年度 H28年度 H29年度 R1年度 R2年度

実績 実績 実績

H31.4.1

地域定着支援（人／月） 0 0 2

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

242

　毎年度、県内で一定程度の相談支援専門員が育成されており、指定相談支援事業所数も徐々に増加して
いる。今後も障害福祉サービスの支給決定者数の増加が見込まれるため、計画相談支援体制については、
さらに充実を図っていく必要がある。
　地域移行支援・地域相談支援については、医療機関等とも連携を図りながら、さらにサービスの周知に努
め、利用促進につなげたい。

事業所数 18 18 21 23 25

計画

4

H30年度

第5期

実績計画

H30年度

第5期

計画 計画

H30.4.1

計画 計画

25

5 6
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①児童発達支援

■第5期期計画の見込量における推計方法

■利用実績

■事業所数

H30.4.1 H31.4.1

49 64

6,177

事業所数 21 27 38

5 障害児通所支援の見込量

サービス量（人日／月） 3,766 4,807

実績

実利用人数（人／月）

6,645

H28年度

第4期

794

R2年度

計画

1,206

6,754

サービスの概要
障がい児に対して施設に通っての日常生活における基本動作の指導や集団生活
への適応訓練などを行う。

現利用者数と直近の伸び等を踏まえて実利用人数の見込を算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日
数（5.6日）を乗じてサービス量の見込を算出する。

実績実績

670 941
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②医療型児童発達支援

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

H31.4.1

事業所数 0 0 0 0 0

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

R2年度

　現利用者数と直近の伸び等を踏まえて実利用人数の見込を算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日
数（5.7日）を乗じてサービス量の見込を算出する。

H30年度

第5期第4期

H27年度 H28年度 H29年度

実績 実績 実績

サービスの概要
肢体不自由がある障がい児に対して、日常生活における基本動作の指導や集団生
活への適応訓練及び治療を行う。

サービス量（人日／月） 50 24 12

実利用人数（人／月） 9 5 3

929

25

実績計画
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③居宅訪問型児童発達支援【新】

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

実績

R2年度

サービス量（人日/月）

計画

3

3

H30.4.1 H31.4.1

0 1事業所数

サービスの概要
重度の障がい等の状態にある障がい児であって、障害児通所支援を利用するため
に外出することが著しく困難な障がい児に発達支援が提供できるよう、障がい児の
居宅を訪問して発達支援を行う。

現段階で国から示された対象者像に当てはまる3人（在宅の医療型障害児入所施設の有期入所利用者）で
見込む。サービス量は1ヶ月当たりの平均利用日数（1日）で見込む。

実利用人数（人／月）

R1年度

計画

3

3

H30年度

第5期

0

0

計画

3

3
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④放課後等デイサービス

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

H31.4.1

事業所数 24 52 80 103 126

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

第4期

　現利用者数と直近伸び等を踏まえて実利用人数の見込を算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数
（10.1日）を乗じてサービス量の見込を算出する。

H27年度 H28年度 H29年度

1,086 1,431

実績 実績 実績

767

サービス量（人日／月） 8,265 13,711 18,853

サービスの概要
就学している障がい児に対して授業終了後又は休業日に、生活能力の向上のため
に必要な訓練や社会との交流促進などを行う。

実利用人数（人／月）

R1年度

計画

2,018

20,382

2,285

R2年度

計画実績

1,682

21,812

計画

1,751

17,685

H30年度

第5期

23,079

8,265
13,711

18,853 21,812 20,382 23,079
767

1,086

1,431
1,682

2,018
2,285

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画

サービス量（人日/月） 実利用者数（人/月）

31



⑤保育所等訪問支援

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

■障害児通所支援見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

サービスの概要
障がい児が通う保育所等を訪問し、他の児童との集団生活への適応のための専門
的な支援を行う。

　現利用者数と直近の伸びに加え、対象が乳児院や児童養護施設に入所している障がい児にも拡大される
ことを踏まえて実利用人数の見込を算出し、その数値に1ヶ月当たりの平均利用日数（1.2日）を乗じてサービ
ス量の見込を算出する。

第4期

H27年度 H28年度 H29年度

第5期

R1年度 R2年度

実績 実績 実績 計画 計画実績

H31.4.1

46 50

60サービス量（人日／月） 31 22 29 5575

実利用人数（人／月） 25 20 23 52

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

計画

42

50

H30年度

事業所数 4 4 5 7 13

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援サービスについては、提供サービス量が計画よ
りも大変多い実績結果となった。平成30年度より創設された、居宅訪問型児童発達支援サービスは、平成30
年度に1事業所指定した。

31
22 29

75
55 60

25
20

23

52

46
50

0

10

20
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40

50

60

0

20

40

60

80

100

120

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画

サービス量（人日/月） 実利用者数（人/月）
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■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

■障害児相談支援見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

障害児通所給付サービス利用の調整を必要とする人に対し、障害児支援利用計画
を作成する。

第4期

H27年度 H28年度 H29年度

実績 実績 実績

H31.4.1

実利用人数（人／月） 551 671 745

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

　毎年度、県内で一定程度の相談支援専門員が育成されており、指定相談支援事業所数も徐々に増加して
いる。
　今後も障害児通所支援の支給決定者数の増加が見込まれるため、障害児相談支援体制については、さら
に充実を図っていく必要がある。

事業所数 31 34 42 45 50

第5期

　障害児相談支援の直近の利用者数を踏まえて、年間119人の増加を見込む。

6 障害児相談支援の見込量

サービスの概要

実績

854

計画

909

H30年度

1,028 1,029

計画

R1年度 R2年度

計画

551
671

745
854

1,028 1,029

0

300

600

900

1,200

1,500

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画
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①福祉型障害児入所施設

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

7 障害児入所支援の見込量

H28年度

48

実績

51

実績

実利用人数（人／年）

R1年度

計画

170

サービスの概要
療育の必要性が認められた障がい児に対し、障がいの特性に応じて保護、日常生
活の指導、知識技能の付与の支援を行う。

　市内の福祉型障害児入所施設の定員数で見込む。なお、定員数には市外で支給決定を受け入所する者も
含む。

170

第4期

51

H27年度 H29年度

実績

※第4期実績は市の支給決定人数

R2年度

計画

第5期

実績

54

計画

170

H30年度

H31.4.1

33 3

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

事業所数 3 3
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②医療型障害児入所施設

■第5期計画の見込量における推計方法

■利用実績（実利用人数）

■事業所数

■障害児入所支援見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

※第4期実績は市の支給決定人数

34 49 116

H27年度 H30年度

サービスの概要
療育の必要性が認められた障がい児に対し、障がいの特性に応じて独立自活に必
要な知識技能の付与の支援を行う。

第5期

例年と大きな変動なく推移している。

実利用人数（人／年）

H31.4.1

事業所数 1 1 1 1 1

H27.4.1

116

H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

55

計画

116

計画

　市内の医療型障害児入所施設の定員数で見込む。なお、定員数には市外で支給決定を受け入所する者も
含む。

実績

45

R2年度

第4期

実績 実績 実績

H29年度H28年度

計画

R1年度

51 48 51 54

170 170
34 55 49 45

116 116

0
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100

150
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350

H27年度

実績

H28年度

実績

H29年度

実績

H30年度

実績

R1年度

計画

R2年度

計画

福祉型障害児入所施設利用者数（人/年） 医療型障害児入所施設利用者数（人/年）
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■第5期計画の見込量における推計方法

■医療的ケア児等コーディネーター配置人数の見込

■コーディネーター配置数見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

5

実績

10

8

医療的ケア児等に対する専門的な知識と経験に基づいて支援に関わる関係機関との連携(多職種連携)を図
り、とりわけ本人の健康を維持しつつ、生活の場に多職種が包括的に関わり続けることのできる生活支援シ
ステム構築のためのキーパーソンとなる医療的ケア児等コーディネーターを配置する。

医療的ケア児等コーディネーターの配置人数【新】

　医療機関や障がい者相談支援センター等の従事者を対象とした医療的ケア児等コーディネーター養成研
修を毎年開催しており、30年度は10名を配置することができた。今年度も、引き続き、コーディネーターの配
置を目標としている。

各行政区に1名配置とし見込を設定する。

配置人数（人）

R1年度

計画

5

R2年度

計画

0

H30年度

第5期

計画
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■第5期計画の見込量における推計方法

■第5期計画の見込量における推計方法

（3）発達障がい者支援センター及び発達障がい者地域支援マネージャーの関係機関への助言件数

■第5期計画の見込量における推計方法

53 30 31

事業所等からの施設運営に関する相談件数の平成29年度(2017年度)実績見込から算出する。

助言件数（件/年） 14 15 50 24

第4期 第5期

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

9 発達障がい者等に対する支援

（１）発達障がい者支援地域協議会の開催数

H30年度

開催回数(回/年)

発達障がい者支援センターの活動状況についての検証などを行う会議を年1回開催する。

発達障がい者等が可能な限り身近な場所において必要な支援を受けられるよう、令和2年度(2020年度)まで
の見込量を以下のとおり設定する。

R1年度

R1年度

計画

R2年度

H30年度

第5期

R2年度

計画

実績

4,500

第5期

H29年度

第4期

3,317 3,720 4,100

（２）発達障がい者支援センターによる専門的な相談支援件数

1

計画

1 1

計画

1

専門的な対応が必要な相談件数の直近の伸びから算出する。

実績 実績

3,845相談支援件数（件/年） 2,599

計画

4,500

H27年度 H28年度

実績 計画 実績
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■第5期計画の見込量における推計方法

■発達障がい者等に対する支援見込量等確保のための方策に対する評価（H30年度実績）

外部講師や発達障がい者支援センター職員による関係施設及び関係機関に対する普及啓発及び研修と、
地域住民向け講演会開催の平成29年度(2017年度)実績見込から算出する。

発達障がい者支援センターによる関係機関への助言や、外部機関や地域住民への研修会等の開催につい
ては、積極的に行ったことから、計画値を上回ることができた。平成31年度から地域支援マネージャーを配置
することで更なる効果を図っていく。
また、発達障がい者支援地域協議会を開催し、発達障がいのある方の支援体制に関する課題について情報
を共有し、関係者及び関係団体との緊密化を図った。

計画

開催回数（回/年） 38 33 55 45 54 47 47

（４）発達障がい者支援センター及び発達障がい者地域支援マネージャーの外部機関や地域住民への研修
会等開催回数

第4期 第5期

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画
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（人）

■子ども・子育て支援事業の提供体制の整備に対する評価（H30年度実績）

※施設数欄の（　）内は全施設のうち障がい児受入施設数

291
【93】

97
【40】

421
【125】

計画

291
【93】

R2年度R1年度

97
【40】

403
【120】

保育所は、認定こども園に移行している等、施設数が減っていることより、受け入れ数が減少している。
認定こども園は、施設数が増えていることにより、受け入れ数が増加している。
児童育成クラブでは、入会要件を満たす障がい児について希望者の受け入れをすることができた。

129
（74）

24
（6）

64
【26】

46
（26）

75
【33】

58
（33）

保育所

認定こども園

放課後児童健全
育成事業

12
【8】

366
【116】

138
（78）

262
【100】

381
【136】

319
【106】

10

実績

H30年度

※受入人数欄の【　】内は障害者手帳所持又は特別支援学級在籍者数

　子ども・子育て支援事業の利用を希望する障がい児が希望に沿った利用ができるよう、保育所や認定こ
ども園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における障がい児の受け入れについて定量的な
見込を設定する。また、この見込を踏まえ、保育所等訪問支援により障がい児の保育所等の受け入れ促
進を図るなど、子育て支援施策との緊密な連携により障がい児支援の体制づくりに積極的に取り組み、地
域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進を図る。

種別
施設数
（箇所）

施設数
（箇所）

施設数
（箇所）

施設数
（箇所）

H27年度

子ども・子育て支援事業の提供体制の整備【新】

H28年度 H29年度

※保育所は認可外保育所は含まない。

242
【53】

111
【21】

323
【76】

119
（64）

69
（36）

143
（126）

128
（123）

322
【109】

131
（117）

366
【109】

133
（118）

150
（93）
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Ⅳ　地域生活支援事業の必要量見込と利用実績

１　理解促進・研修啓発事業

■計画に対する達成状況及び評価

２　自発的活動支援事業

■計画に対する達成状況及び評価

３　相談支援事業

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

9 9 9 9 9 9 9

無 無 無 検討 検討 検討 検討

有 有 有 有 有 有 有

無 無 無 無 無 無 無

■計画に対する達成状況及び評価

　障がいや障がい者への理解を促進するため、市民を対象に「心の輪を広げる体験作文」及び「障害者
週間のポスター」を公募する。また、当事業の作文・ポスターの優秀作品の表彰式と併せて、障がい者
理解促進のための啓発事業を実施する。

　障がい者やその家族、地域住民、支援団体等が、障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営
むことができるようにするために自発的に行う活動に対し、その活動費の一部を支援する。障害者総合
支援法の施行に伴い、地域生活支援事業の必須事業として新たに追加した事業。

30年度

基幹相談支援センター(設置の有無）

住宅入居等支援事業(実施の有無)

第4期

事業名　（単位）

障がい者相談支援事業（ヵ所）

　市民の障がい福祉に資するイベントやボランティアへの参加を促進することを目的とした「障がい者サ
ポーター制度」に関する取り組みを実施するとともに、「心の輪を広げる体験作文」・「障害者週間のポス
ター」コンクールの公募、優秀作品の展示及び作品集（リーフレット）の作成・配布を行った。
　その他、障がい当事者による講演会や、障がい者との交流を目的としたワークショップ、市民の興味を
ひく啓発イベントの開催により、障がいに対する理解を深める機会を市民に広く提供した。

　ダウン症児・者を支援する団体が実施する療育キャンプ事業及び聴覚障がい者を支援する団体が、聴
覚障がい者に対する理解促進、意識啓発を目的として実施する事業に対し、補助金を支出。
　大学生や高校生にボランティアスタッフとして参加してもらい、障がい児・者と触れ合う機会を設け、理
解促進を図った。

基幹相談支援センター等機能強化事業（実施の有無）

　平成27年度より開始した委託による相談支援事業については、平成30年度より第2期目の委託を更新
した。
　平成30年度からの委託仕様には、平成28年4月に施行された「障害者差別解消法」に関する相談に関
することや、災害時における障がい者への支援協力に関することを新たに追加した。
　また、平成30年度より9圏域のうち1か所をモデル圏域とし、新たに地域支援事業を開始し、地域の相
談機関（地域包括支援センター等）との連携強化のための取組を行っている。

第5期

　相談支援事業は、障がい者等からの相談に応じ、必要な情報提供及び助言等支援を行うとともに、障
がい者等の権利擁護のための必要な援助を行う。
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４　成年後見制度利用支援事業／成年後見制度法人後見支援事業

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

25 33 33 44 33 50 56

有 有 有 有 有 有 有

■計画に対する達成状況及び評価

５　意思疎通支援事業

（１）手話通訳者設置事業

（２）手話通訳者派遣事業

（３）要約筆記者派遣事業

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

2,409 2,320 2,549 2,500 2,533 2,500 2,500

4 5 5 6 6 6 6

■計画に対する達成状況及び評価

　手話通訳者を派遣することで、聴覚障がい者の意思疎通の円滑化を推進するとともに、市民に対して
手話の技法を広め、聴覚障がいに対する理解を深める。

第4期

手話通訳者設置事業（人）

手話通訳者及び要約筆記者派遣事業（人/年）

　手話取得が困難な中途失聴者、難聴者の意思疎通手段として要約筆記者を派遣することで、聴覚障
がい者の社会参加を積極的に促進させる。

事業名　（単位）

手話通訳者及び要約筆記者の派遣については達成できた。
また、手話通訳者の設置についても、6名設置（中央区のみ2名、その他1名ずつ）できた。

30年度

　成年後見制度の利用の有効性が認められ、かつ親族による支援が見込めない知的又は精神障がい
者に対し、成年後見制度の利用を支援するため申し立てに要する経費及び後見人の報酬の全部又は
一部を助成する。
　また、後見業務を適正に行うことができる市民後見人の養成を行い、法人後見事業実施団体に対する
支援を行う。

事業名　（単位）

成年後見制度利用支援事業（人/年）

成年後見制度利用支援の件数は、例年通りであった。
市民後見人の養成講座はフォローアップ研修及び市民後見人啓発セミナーを行った。

成年後見制度法人後見支援事業(実施の有無)

第4期

30年度

　手話通訳者を各区役所に設置し、聴覚障がい者等の意思伝達の仲介を行う。

第5期

第5期
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６　日常生活用具給付事業

　日常生活上の便宜を図るため、自立生活支援用具等の給付を行う。

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

36 26 42 19 39 19 19

103 134 122 175 107 175 175

73 77 70 82 74 82 82

161 175 173 191 168 191 191

11,889 11,803 12,102 11,718 12,188 11,718 11,718

13 10 21 12 8 12 12

■計画に対する達成状況及び評価

７　手話奉仕員養成研修事業

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

18 22 29 20 30 20 20

■計画に対する達成状況及び評価

８　移動支援事業

　屋外での移動が困難な障がい者等に、円滑に外出できるよう、移動を支援する。

単位 27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

人/月 45 36 49 42 61 43 44

時間/月 322 305 384 336 500.5 344 352

■計画に対する達成状況及び評価

聴覚障がい者の社会参加及び自立促進に必要なコミュニケーション支援を行う手話奉仕員を養成する。

利用者数

サービス量

昨年度よりも大幅に利用者数が増加した。要因としては、介護保険移行後の利用者の増加が考えられ
る。

昨年度よりも増加し計画値を達成できた。手話に関心を持つ方が増えたのではないか。
今後、「市政だより」だけでなく市ホームページ等での周知も図っていく。

事業名

第4期 第5期

30年度

事業名　（単位）

第4期 第5期

30年度

手話奉仕員養成研修事業（人/年）

概ね例年通りの実績だった。介護訓練支援用具（特殊寝台等）は予想を超える申請件数だった。

④情報・意思疎通支援用具（件/年）

⑤排泄管理支援用具（件/年）

①介護訓練支援用具（件/年）

⑥居宅生活動作補助道具（住宅改修費）　（件/年）

③在宅療養等支援用具（件/年）

第4期

②自立生活支援用具（件/年）

30年度事業名　（単位）

第5期
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９　地域活動支援センター機能強化事業

（１）地域活動支援センター（Ⅰ型）

（２）地域活動支援センター（Ⅱ型）

（３）地域活動支援センター（Ⅲ型）

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

ヵ所 7 6 6 6 6 6 6

人/日 116 101 104 120 106 120 120

ヵ所 1 1 1 1 1 1 1

人/日 18 7 9 20 10 20 20

ヵ所 2 1 1 1 1 1 1

人/日 19 10 10 10 10 10 10

※箇所数は4月1日時点。人数は1日あたりの平均利用者数

■計画に対する達成状況及び評価

１０　発達障がい者支援センター運営事業

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

ヵ所 1 1 1 1 1 1 1

人/日 3 3 3 3 3 4 4

■計画に対する達成状況及び評価

発達障がい者
支援センター

相談者の抱えている困難ケースの解消に繋がる支援を行うことが出来ているが、総支援件数は微増傾
向にある。今後はこれまでの来所相談等に応じる直接支援に加え、地域支援者の育成等、間接支援に
も強化を図り更なる地域支援体制の構築を目指す。

事業名 単位

第4期 第5期

30年度

地域活動支援
センター（Ⅰ型）

地域活動支援
センター（Ⅱ型）

地域活動支援
センター（Ⅲ型）

Ⅰ型→立地等によりセンターの利用者数にばらつきがあり、計画値（20人/日）を達成できなかった。
Ⅱ型→平成２８年熊本地震の被災により規模を縮小して事業を実施しているため達成できなかった。
Ⅲ型→概ね達成できた。

　発達障がい者への支援を総合的に行うことを目的とした専門的機関で、発達障がい者及びその家族
等に対する相談支援や発達支援、就労支援等を行う。

事業名 単位

第4期 第5期

30年度

　創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流等を行う施設で、医療、福祉及び地域の社会
基盤との連携強化のための調整等を行うとともに、あわせて相談支援事業について実施する。

　地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービス
を実施する。

　創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流等を行う施設で、通所による援護事業を実施
する。
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１１　障害児等療育支援事業

（１）在宅支援訪問療育等支援事業

（２）在宅支援外来療育等指導事業

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

ヵ所 5 5 5 5 5 5 5

■計画に対する達成状況及び評価

１２　専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

27年度 28年度 29年度 R１年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画

人/年 24 16 31 25 29 25

人/年 6 10 10 12 6 12

■計画に対する達成状況及び評価

１３　専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

27年度 28年度 29年度 R１年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画

件/年 259 245 272 280 199 280

※派遣件数は依頼件数

■計画に対する達成状況及び評価

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

 派遣依頼が減少したため達成できなかった。今後も制度の周知に努めたい。

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業については達成できたが、盲ろう者向け通訳・介助員養成研修
事業は、申込者が少ないため、「市政だより」だけでなく市ホームページ等での周知も図っていきたい。

　盲ろう者等の円滑な意思の疎通を支援する通訳・介助員を派遣する。

事業名 単位

第4期 第5期

30年度

障害児等療育支援事業

障害福祉サービスの浸透により、在宅支援外来療育等指導事業について減少傾向にあるが、５ヶ所継
続し対応を行い達成できた。

　聴覚障がい者及び盲ろう者の自立と社会参加を図るため、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳、
介助員の養成を行う。（県との合同事業）

事業名 単位

第4期 第5期

30年度

　相談や指導を希望する在宅障がい児（者）の家庭を訪問し、相談・指導及び健康診査等を行う。

　在宅の障がい児（者）及び保護者に対し、外来での各種相談及び指導を行う。

事業名 単位

第4期 第5期

30年度
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１４　広域的な支援事業【新】

R１年度 R２年度

計画 実績 計画 計画

※既存の会議（地域精神保健福祉連絡協議会・精神障がい者地域移行支援部会）を活用する。

■計画に対する達成状況及び評価

１5　日中一時支援事業

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

人/月 183 137 135 147 119 152 157

33 34 35 - 34 - -

■計画に対する達成状況及び評価

日中一時支援事業

各年度4月1日時点の事業所数

　障がい者等の家族の就労支援および日常的に介護している家族の一時的休息のため、障がい者等
の日中における活動の場を確保することができた。
　近年、地域に障害児通所支援事業所が充実してきたこともあり、障がい児の利用については、児童発
達支援や放課後等デイサービスの利用に移行傾向である。

1 1

発達障がい者支援地域協議会では、本市における発達障がい者の支援体制に関する課題について情
報を共有し、関係者等の連携の緊密化を図るとともに、本市の実情に応じた体制の整備について協議し
た。

　障がい者等の家族の就労支援および日常的に介護している家族の一時的休息のため、障がい者等
の日中における活動の場を確保する。また、対象となる方がサービスを利用できるよう事業の情報発
信、周知に努める。

事業名 単位

第4期 第5期

30年度

協議会開催見込数（再掲） 開催数/年 1 1

1
（県単位）

1 1
（県単位）

1
（県単位）

②発達障がい者支援地域協議会による体制整備事業

①精神障害者地域生活支援広域調整等事業

地域生活支援広域調整会議等事業※（協議会の開催見込数） 開催数/年 12 11 12 12

地域移行・地域生活支援事業
（ピアサポート従事者見込数）

人/年 15 25 15 15

災害派遣精神医療チーム体制整備事業（運営委員会開
催見込数）

開催数/年

精神障がいのある方が自立した日常生活及び社会生活を営むために必要な広域調整、専門性が高い
相談支援及び事故・災害発生時に必要な緊急対応を行う。また、ピアサポート従事者の養成・育成を目
的とした講座や情報交換の場を開催する。
発達障がい者支援地域協議会を開催することにより、体制整備及びネットワークの構築を行う。

単位

第5期

30年度
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１6　福祉ホーム事業運営費助成

27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

ヵ所 3（2） 4（1） 4（1） 4（1） 3（0） 4（1） 4（1）

人 23 24 25 25 5 25 25

※（　）内は助成対象施設のうち、熊本市内にある施設数

■計画に対する達成状況及び評価

１７　訪問入浴サービス事業

単位 27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

人/月 23 19 19 22 15 23 24

5 5 5 - 5 - 1

■計画に対する達成状況及び評価

１8　生活支援事業（視覚障がい者の生活訓練）

単位 27年度 28年度 29年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 計画 実績 計画 計画

人/年 105 93 115 105 94 105 105

■計画に対する達成状況及び評価

生活支援事業

計画値には満たなかった。今後も当該事業の啓発を図っていきたい。

訪問入浴サービス事業

各年度4月1日時点の事業所数

　適切な入浴介護の提供ができた。

事業名

第4期 第5期

30年度

福祉ホーム事業運営
費助成

例年、新設される福祉ホームが少ないため対象者の大きな増減は見受けられないが、平成30年度より
市内の福祉ホームが運営体制の変更に伴い経費の見直しを行ったため、助成の申請を行わない旨の
申し出があったことにより、助成数が減少している。そのため、当該福祉ホームについては、今後の運営
状況を定期的に把握しつつ、申請に応じて助成を行う。

事業名

第4期 第5期

30年度

　障がい者等の居宅を訪問して浴槽を提供し、身体の清潔保持等のため入浴の介護を行う。

　視覚障がい者の自立と社会参加を促進するため、日常生活上必要な訓練・指導を行う。

　住居を必要としている障がい者に、低額な料金で居室等を提供するとともに、日常生活に必要な支援
を行う。

事業名 単位

第4期 第5期

30年度
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１9　障がい者スポーツ大会

27年度 28年度 29年度 30年度 R１年度 R２年度

実績 実績 実績 実績 計画 計画

有無 有 有 有 有 有 有

※（　）内はうち市内在住参加者数

■計画に対する達成状況及び評価

　障がい者等が、競技等を通じてスポーツの楽しさを体験し、競技力の向上を図るとともに、障がいにつ
いて市民の理解を一層深め、障がい者等の社会参加の促進に寄与することを目的として開催する。政
令市移行に伴い、平成24年度より県市共催で「くまもと障がい者スポーツ大会」を実施。

単位

第4期 第5期

555
（199）

736
（239）

- -

市の広報媒体を活用して参加者を募り、熊本県と合同で開催した。

開催の有無

参加人数 人
1,196
（309）

223
（49）
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